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取替原価基準の史的省察
山 崎 佳 夫
まえがき一一一初期一一一
アメリカ会計思想の歴史のなかで，取替原価概念ほど，毒舌的批判を惹き起
し，同時に華々しい喝未をうけたものは少いといわれる。
アメリカにおいて，取替原価の使用に関する初期の議論の多くは，理論的な
会計概念に属するものではなかった。その討議は，主に公益事業主見制機関，と
くに州際商業委員会（theInterstate Commerce Commission〕で審理さわした料
金問題をめぐって反屈された。
料金委員会の仕事は，被規制会社の投資に対して，合理的な料金収入が稼げ
るように，充分な料金を設定することである。料金基礎について，規制団体は
会社資産の歴史的原価総額を用いるか，その代用として取替原価を用いるか，
あるいは両者の結合を用いるかを決定せねばならない。この面倒な問題が，取
替原価に関係する初期の多くの議論の核心をなしていた。
南北戦争（CivilWar, 1861ー のの終り近くに達した頂点から，その世紀の
末期頃に落ち込んだ低点にかけての物価水準の打ち続く下落が，料金決定団体
に問題を提起したのである。この問題は， 19Cyの後半に営業していた鉄道会
社の大部分が，戦争末期の高物価時代に建設された設備を用いていたために起
ったc 多くの鉄道会社は，歴史的原価が料金基礎の制定に用いられるべき適正
な原価であると主張したつしかし諸外、！の規制委員会 それは料金を決定す
る権限をもち，合理的な価格で利用者が鉄道サーグィスをうけられるようにす
る責務を有する一ーは，料金基礎の設定に再生産原価（取替原価）を用いるこ
とを一般に主張した。 この論争は，最高裁判所が Smythev. Ames (169 U. 
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s. ・466）・事件について裁定を下した1898年まで続いた。その判決において裁判
所は，料金基礎を判定する際，財産の公正価値に対して，ある程度の考震が払
われねばならないと述べた。したがって歴史的原価の使用は，裁判所にまって
完全な承認を与えられなかった。しかもこの判決は完全に問題を解決しなかっ
たのである。
1914年，鉄道会社と料金決定団体とは，なおも取替原価と歴史的原価の是非
について論じ合っていた。しかし，上昇する物価水準を目前にして，多くの鉄
道会社は料金基礎に取替原価の使用を支持していた。また多くの委員会は料金
基礎として歴史的原価の特徴を賞揚していた。ちなみに， 1893年にはじまる不
況以来，物価が次第に上昇し， 1896年から1913年までに卸売物価は毎年，平均
2パ｛セントの値上りをみたといわれる。
鉄道会社と委員会との間のこれら論争が，会計士達に何らかの影響を及ぼし
たのであろう。彼等は漸く，動揺する物価が，貸借対照表に表示される原価数値
の意味に影響を与えていることに気付くようになった。この歪みを認識して早
くも1919年，進歩的な会計士達は，貸借対照、表に現在原価の表示を唱えた。さ
らに彼等は，これらの現在原価基準による減価償却費の計上を強要すらした。
初期のベイトンもまた取替原価主義の提唱者であった。彼の取替原価主義は
会計の職能に照してつぎのように論ぜられた。
会計の最も重要な職能は，経営者に資料を提供することを含むから諸勘定
は，経営者にもっとも意味深い事実，すなわち現在価値を示すべきである。資
産を取り替えるコストが実質的に増加したので，増価の間接的な認識が，資産
が用いられ減価償却される時に生ずる。有用性を価値と混同してはならない。
会計の職能は経済的事実を示すことである。増価を認識することは，取締役お
よび所有者の判断行伎を導く能率の指標として，諾勘定を一層有効なものにす
るであろう。持分の直接的利害の見地からも，すべての資産変動を反映する純
利益は重要な金額である。発生額は会計期間の完全性を保持するために記録さ
れる。また増価の発生も容易に記録されうる。増価を認識しないことは，正し
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く資産の過小表示をもたらす。増価の記録が保守的でないとL、う議論は，保守
主義と純然たる隠蔽とを区別しないものである。
しかし，取替原価が財務諸表の作成に用いられるべきであるとしづ見解は，
すべての会計士によって公然と歓迎はされなかった。確かに多くの会計士によ
って反対されたのである。取替原価に反対して唱えられた典型的な批判によれ
ば，評価の記録は，利益の見越しであることが指摘され，さらに現在価値へ引
き上げられた多くの資産は，後に切り下げられねばならないであろうと。
注（1) G. Boer, Replacement Cost: A Historical Look, A. R. Jan. 1966. 本草は，この
論文に負うところが大きい．
(2) G: 0. May, Financial Accounting 1953 p. 91.木村重義訳 105頁
(3) J. Bauer, Renewal Costs and Business Profits in Relation to Rising Prices, J. of A. 
D配.1919. 
(4) W. A. Paton, The Significance and Treatment of Appreciation in the Accounts, 
Twentieth Annual Report of the Michigan Academy of S::ience, 1918. 
つとに A.L. Dickinsonは， 「とくに新興の成長しつつある社会においては，資本
的資産について原価基準をもって作成された財務表を，現所有者の固有の利益につい
て誤解を生ぜしめ，偏見さえも生ぜしめるものにする諸原因が存在することを認識す
る必要がある」と述べていた（AccountingPractice and Procedure 1913 p. 80）。
(5) S. Walton, Increase in Market Price of Fixed Assets, J. of A. Nov. 1918. 
2 192 0年代
資産の取替原価がその原始原価よりも高い時代に，会計士達によって，取替
原価にもとづく減価償却費が考慮されたことは事実である。当時，使用されて
いた多くの第1次世界大戦 (1914-8）前の資産は，高い取替原価をもってL、
た。
ベイトンによれば，会計士は不安定な信頼のおけない指数（わけを取り扱
っている。したがって，異なる期聞に作成された未修正の会計諸表の比較は，
常に多かれ少かれ不満足なものであり，屡々誤解を招くことは確かであると述
べられた。さらに物価上昇の時期において，取替原価法の使用は，未実現利益
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の認識をもたらすとしても，それはつぎの特徴をもっていると彼はし、う。
(1). 取替原価は同質の財貨の各種単位に同じ価値を割り当てるから，実際原価
よりも一層論理的である。
(2) 取替原価は，それが販売価格に重要な影響を与えるとし寸事実と調和する。
{3) 取替原価は，その使用に最小の書記的努力を要するにすぎない。
(4) 取替原価は，貸借対照表における財政状態の最も合理的な描写である。
もはや評価を認めることの適意について論ずる必要はない。それは今や一般
に認められた実践で、あるとさえいわれた。そこでは資産の評価価値を貸借対照
表に付記する方法（両建表示〕が提案された。かくして取替原価の使用につい
ての論議が，会計文献を賑わし始めたのである。
Journal of Accountancy も，料金規制に関し取替原価の側に立って論争に
参加した。すなわち，取替原価の代りに歴史的原価が料金基礎算定において用
いられるべきであるとしづ州際商業委員会の Atchison,Topeka and Santa Fe 
鉄道会社に対する通告が厳しく論難されたので、ある。
H.R.ハットフィールドは， A.I. A.の1927年の集会で，取替原価を強く
支持し，会計士団体の無批判な歴史的原価一辺倒を，激しく論難した。とくに
彼は資産の評価に対する会計士の勝手な態度を非難した。
しかしながら，同じ会合において， P.H.モントゴメリは，取替原価価値の
適当な場所出括弧書の注にあって，決して財務諸表の有機的な 1部としてでは
ないと述べた。多くの実業家は，歴史的原価についてモントゴメリの立場に同
意したようである。
規制委員会でも取替原価は好評で、はなかった。彼等は屡々，料金は主として
歴史的原価基準によって設定され，取替原価の無視されるべきことを強調した。
G. 0.メイによれば， 1920年の輸送法（theTransportation Act）以後，州、l際
商業委員会は原始原価にもとづく定額減価償却法を支持した。一方最高裁判所
は，現在価値にもとづく「観察可能な減価償却」（observabledepreciation）に
賛成しょ最高裁判所によれば，料金基礎は，主として観測（observation）に
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もとづく財産の公正な現在価値を表わさねばならなし、。営業費用に資産の取替
原価を借記する実務は，とくに物価水準の上昇期において擁護される。料金基
礎が財産の公玉な価値であるとするならば，一貫して公正価値が，使い果され
る財産を測定するために採用されるよう要求される。しかしながら 20年代に
おいて，最高裁判所は，再生産原価が料金基礎の制定に際し充分に考意されな
かったので，多くの料金に関する判決を無効なものにした。大戦中および大戦
直後の上昇と突発的下落とにつづいて，物価水準は1922年には安定した。 1920
年代を通じて，全般的に物価水準は，わずかの変動があったにすぎ、ず，概して
安定していたのである。
注（1) J. M. Chenoweth, Depreciation of the Dollar, ]. of A. June 1921. 
(2) W. A. Paton, Depreciation, Appreciation, and Productive Capacity, J. of A. July 
1920. 
「原始原価の代りに取替原価を，収益に対してチャージすれば，除去される財産の
帳簿価値をこえて減価償却積立金を設定することになる。するとわれわれは，帳簿
L 相殺もしくは評価貸方残高をもっとしみ不合理な事態に当面するであろう。この
貸記額が適応すると考えられる財産は，何ら減価償却をうけていない新設備と取り替
えられるであろうか。この積立金勘定における残高は，明らかに剰余金を構成する。
資本（proprietaryor capital）の増加を遅れて認識することを余儀なくされる。」〔ibid)
(3) W. A. Paton, Valuation of Inv.,ntories, J. of A. Dec. 1922. 
(4) A. G. Moss, Treatment of Appreciation of Fixed Assets, J. of A. Sept. 1923. 
(5) H. T. Chamberlain, A Discu日ionof Surplus with Reference to Surplm Available 
for Dividends, J. of A. June 1926. C. B. Couchman, Limitations of the Present Ba-
lance Sheet, ]. of A. Oct. 1928. G. E. Bennett, Tr白 tmentof Appreciation, J. of 
A. June 1928. 
(6) Cost versus Value, J. of A. Sep. 1927. 
(7) H. R. Hatfield, What is the Matter with Accounting? J. of A. Oct. 1927. 
(8) K. H. Montgomery, Accountants’Limitations, J. of A. Oct. 1927. 
(9) G. 0. May. The lnfluence of Accounting on the Development of An Economy, J. 
of A. Mar. 1936.「観察可能な減価」概念は， Minnesota Rate Cases 1913における
最高裁判所の判決に由来する（G.0. May. Financial Accounting, p. 126.）。
(10) G. 0. M且y Railroad Depreciation, Memorandum submitted in relation to the Re--
port of the Interstate Commerce Commiesion in No. 15100 set for hearing Nov. 9,. 
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1927. 
メイによれば，所与の料金構造が，補償的であるのかあるいは没収的であるのか
は，積立金が運輸業者の財産の使用に対して設けられるのか，または積立金が消耗に
対して設けられるのかにかかっている。財産の消耗に対する賦課額を決定するための
基準と料金基礎との間に，直接の重要な関係が存在する。 2つの主要な相反する理論
は，慎重投資説（prudentinvestment theory）と現在価値説（presentvalue theory〕
である。前者は財産ではなく，企業に採用された資本に重きをおく。後者は，正当な
法的手続によらずして所有者が奪われることのないのは，財産の原始的原価ではなく
財産であると主張する。
問題は，主として禾Hi閏を保証する形式でいかなるものが，もっとも望ましいかを決
定することである。多くの代替策が存在する。
① 固定率が実際の投資額に対して適用される。
②現在利率が実際の投資額に対して適用される。
③ 物価水準の変動に対し修正された財産における実際投資額に対して固定率が適用
される。
④ 物価水準の変動に対し修正された慎重投資額に対して現在利率が適用される。
財産の消耗に対する賦課額を，原始原価に基づかせるべきであるか？
① もし料金基礎が現在価値説によって計算されるとすれば，差詰め議論は，準備金
が消耗の進行につれて設けられる場合，消耗賦課額の基準として原始原価に僅かに
左担し，また完全な消耗の場合，賦課がなされるとすれば，僅かに取替原価に左担
している。
② もし料金基礎が慎重投資説によって計算されるとするならば，差詰め議論は，消
耗がその進行とともに準備される場合，消耗賦課額の基準として取替原価に決定的
に組する。また完全な消耗の場合p 賦課が大量においてのみなされるとすれば，一
層決定的である（G.0. May, Carrier Property Consumed in Operation and the 
Regulation of Profits, Ouarterly Journal of Economics, Feb. 1929）。
慎重投資説によるとき， 「公益事業の財産は，公共の利益を株主および経営の利益
に優先して考える経営者が，相当の注意力と判断とを以て，同様の財産を購入する場
合に支払うであろうところの最小限の額で評価されることになり，したがって基準と
なる財産の価額は，しばしば記録原価または原始取得原価よりも低いものとなる場合
を生ずる。」 (A. I. A., The Changing Concepts of Business Income, 1952.渡辺進・
上村久雄共訳82頁）
メイによれば，それは，企業を運営している会社よりも，むしろ企業を会計単位と
して取り扱う，企業会計の古い概念の粗雑で偏狭な変種であると（FinancialAccoun-
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ting p. 96〕。
{lJ) St. I』uisand o’Fallon Ry. Co. v. U. S., 279 U. S. 
(12} G. 0. May. Financial Accounting, p. 92. 
3 193 0年代
1930年代は，不景気（depression）の襲来によって，突然の物価下落に始まる
激動の時代であった。会計士および実業家は，貸借対照表上の誤解を招く資産
価値と歴史的原価にもとづく高い減価償却費について悩んだ。多くの会計士は
現在の営業活動に，前期に発生した高い原価を負担させるべきではないと主張
した。また彼等の幾人かは，貸借対関表上，陳腐化した歴史的原価の代りに，
現在資産価値を示すよう勧奨した。会計士はほんの数年前に資産の切上げ唱を許
したのであるから，同様に資産の切下げについても保留（reservations）すべき
でないとL、う意見もあった。
このように多くの会計士は，不景気の情況下における資産の切下げに賛成し
たようである。そして資産切下げの方法は，正味適正価値（net-sound-value)
基準であった。上述のような理由と保守主義とから，多くの資産は不景気の初
期において切り下げられたのである。
しかしながら，将来年度の減価償却費を少くするために，財産勘定を切り下
げる手続が採用されるべきか否かは，ある程度各場合の事情によって異なる。
メイによれば，一般に，資産が公正な数値で再評価され，切下げが充分公示さ
れ，かつ株主の承認をえられるならば，会計士によって認められてよいとされ
た。
他方，取替原価が，不況中に存在する異常な状態のゆえに，余り意味をもた
ないこと，また通常の複雑な設備は，決してそれが現存する形で再生産されな
いこと等から，取替原価の使用に反対して，歴史的原価に留まることが最良で、
あるとする有力な見解もあった。すなわちベイトンは，設備の切下げに対して，
つぎのように注意を換起した。取替原価は，新しい設備，機械の不断の流れの
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形において再生産されない陣腐化したあるいは半ば陣腐化した財産の場合におP
いて，何れかといえば意味が薄い。大々的な資産の切下げもまた後々の利益報
告書に非保守的な影響を残すので非難されるべきである。ごまかしの剰余金勘
定の創設を通して処理される資産の切下げは歎げかわしいものである。
United Railways & Electric Co. of Baltimore. v. West事件（280u. s. 
234. 1930.）において，最高裁判所は，現在価値によらず原価にもとづく年次
減価償却を許容することは誤りであると判決した。メイによれば，所与の料金
構造から算出される額（yield〕は，その合理性を決定するために，つぎ、のもの
を償うのに必要とされる金額からなる総額と比較されるべきである。（1）資本投一
資に対する公Eな利潤，（鉛財産の消耗，（3）営業活動に対するすべての費用（付
随費用をふくむ〉，ただし財産の消耗を償う費用をのぞく。
しかし公益事業の料金決定問題は，最高裁判所によって，不況の10年の間に
若干緩和された。裁判所は，再生産原価の代りに原始原価を用いる料金評価基
礎を容認したので、ある。
注（1) R. D. Haun, Two Present-Day Problems of General Financial Accounting, A. R. 
June 1933. 
(2) Research and Service Department, Report on a Survey of Revaluation of Plant' 
Assets, N. A. C. A. Bulletin, Mar. 15; 1933. 
(3) S. Fabricantの調査研究（208社〉によれば， 1931年における地所・設備・装置の純
切下額は約9千6百万ドソレであり， 1932年には約2億 3千6百万ドノレ，1933年，1934年
にはそれぞれ約64万ドルで、あった（Revaluationsof Fixed Assets, 1925 34, National' 
Bureau of Economic Research, Bulletin No. 62, 1936 p. 6〕。
(4) G. 0. May, Influence of the Depression on the Practice of Accounting, J. of A. 
Nov. 1932. 
(5) Suggestions for Writedowns, A. R. Mar. 1933. 
(6) W. A. Paton, Accounting Problems of the Depreciation, A. R. Dec. 1932. 
物価水準の変化のゆえをもってする再評価は，全体としての物価指数の使用じよる1
か，あるいは取替原価の使用によって果される。後者の方法の使用が，より望ましい
経済的資料をもたらすかどうかは疑問である。この方法の採用が取替に充分な資金を
保証するとしみ議論は正当ではない（W.A. Paton, Aspects of Asset Valuations, A . 
R. June 1934）。
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(7) G. ,0. May, Further Thoughts on Depreciation and the Rate Base, Ouarterly Journal 
of Economics, Aug. 1930. 
リトルトンによれば，利益が，取替原価をこえる収益の超過分であるとし、う提議の
出所は，公益事業料金論争と，ゆるやかな貨幣インフレを経験したヨー戸ツパに由来
すると（ContrastingTheories of Profit, A. R. Mar. 1936）。
'.8) Los Angeles Gas & Electric Corporation v. Railr伺 dCommission of California. 
289 U. S. 287. 1933. Railroad Commission of California v. Pacific Gas & Electric 
Company, 302 U. S. 388. 1938. 
.4 1940 年代
第2次世界大戦の勃発は，アメリカの大不況に終止符をうった。経済活動の
増加によって， 消費者物価指数は， (1935-1939）を100として1945年に128.6
から1948年の171.9へと上昇するに至った。 この物価騰貴は，財務諸表におけ
る取替原価の適正性について新たな議論を呼び起した。多くの実業家および会
計士は，この急激な物価騰貴によって，財務諸表に報告された資産と純利益額
の信頼性が減ぜ、られていることについて意見を共にした。
しかし彼等は，純利益の算定にあたり，インフレーションの影響を考察して
経理方法を変更すべきか否か，問題の解決については同意することはできなか
った。しかしながら，若干の会社は，上昇する物価水準のゆえに，減価償却に
対し追加的費用を控除したといわれる。所謂加速償却（accelerateddepreciation) 
ーの実施がそれである。
1940年 A.I. A.の会計手続委員会は，再評価された資産価値にもとづく減
価償却の計算にふれていよ Bulletinは取替原価の認容は示さなかったが，設
備資産が，過去において時として引き上げられる場合のあることを予定して，
再評価が帳簿に記録されている時は， 「利益は，引き上げられた金額にもとづ
いて計算された減価償却をもって賦課されるべきである」と述べた。
1947年会計手続委員会は， A.R. B, No. 33「減価償却と高原価」を発行し
そのなかで，収益に対する減価償却費を増加することによってではな〈，利益
剰余積立金を設けることによって，歴史的原価より取替原価が高い資産の取替
一－ 9 一
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を準備することが経営者の仕事であると述べた。その上，委員会は， 「少くと
も，安定物価水準によって，全体として企業が同時に変更することを実施可能
にするまでは」， 減価償却方法における急激な変更に反対する立場をとった。
かくして委員会は歴史的原価の使用を強く主張したが，同時に，もし事情によ
って異なる方法が要求されるならば，取替原価のような他のコスト技術を用い
る必要を認めた。
但）
ベイトシは厳格な原価主義を批判し，取替原価主義についてつぎのように述
一ベてし、る。
物価上昇の時期において取替原価による減価償却を提唱する者は，真に実際
原価（act田 lcost〕による減価償却の支持者である。現在ドルの公分母に換算
することなく，種々の価値について，記録されたドルを基準として減価償却を
記録する者よりも。
取替原価にもとづく減価償却の事例は，減価償却が現実の経済的犠牲の尺度
と見なされている場合に特徴をもっている。純利益は，収益額得のための経済
的コストが償われた後においてのみ生ずる。取替原価に関連して，適切な情報
を伝える問題に対しては， 3つの実践的解決方法がある。まず，利益は慣例的基
準で報告されるが，脚注で説明された減価償却不足額を償うために利益を留保
する。第2に増価とそれにもとづく減価償却が財務諸表の中に挿入される。第
3に設備勘定の純修正額の資本化を伴って，準更生のための手続がとられる。
取替原価は，一般物価指数による修正原価よりも，償却資産の所有者・経営
者にとって，重要な意味をもっている。設備資産の管理において，彼等の主な
関心は，当該資産が直接関与する技術的・経済的発展についてである。個別物
価指数の方が，一般物価指数よりも計算が容易であり，かつ信頼性がある。取
替原価は，最新の方法によって現存の生産能力を提供するためのコストであ
る。それは，標準的な最新の設備において，使用財産の経済的重要度を測定す
る基準である。
通常考えられているように，減価償却は取替を準備するものではない。しか
-JO-
?
?
しながら，異なる時期に取得された設備資産の項目が，実際原価で正しく表示
されるべきであるとすれば，ある転換手続が採られねばならない。実際的な救
済法は，長期財産の所有者に対し，後入先出法に似た手続（NIF O…筆者注〉
をとるよう許すのが良い。
聯邦動力委員会は，料金を基礎付けるコストとして，取替原価を排斥した。
Federal Power Commission v. Hope Natural Gas Co. (320. U. S. 591.1944) 
において，最高裁判所は，公益事業委員会の決定，すなわち，財産の「原始取
．得原価」に基づいて料金を算定し，所得の決定上行う減価償却もまたこれに基
づL、て行うべきものとする決定を有効なものとした。この最高裁判所の判決は
当時の情況からみて委員会の決定は公益事業に資本に対する公正な報酬を許容
するものであるとの見解に基づいたものでるった。
ベイトンは，公益事業について，それが危険免除企業（riskfree business) 
でないと認識されるならば，原始原価概念は承認しがたいと述べている。彼に
よれば財産勘定は，疎遠な（arm’slength）取引の結果として，新しい価格と
条件を体現するように改訂されるべきであるとされる。また公益事業は，現在
ドルで、表示された設備能力の費消分によって，減価償却を測定することが許さ
れねばならなし、。減価償却にド‘ル購買力を考慮することなく， 6%が投資に対
する適正な利潤（return）であると主張することによって， 政府規則（gov-
ernment regulation）は公益事業を破産に追いやろうとしている。実に公益事
業は，インフレーションによって，また料金規制のために減価償却に関する税
（吟
法によって，痛い打撃をうけていると。
またメイは，鉄道会計についてつぎのように述べている。
設備についてのみ記録される取替・更新積立金の制度が，財産の消粍賦課額
や減価償却を記録するために採用されるべきである。使用基準（thebasis of 
use）で減価償却費を記録する方が，理論的に定額法より秀れている。財産の消
耗に対する賦課額は明らかに不充分である。企業を維持するにすぎない取替で
は，資本に大きな負担がかかってくる。今日の高物価水準のもとでコスト相当
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額を充たすために，原価にもとづく減価償却は不充分であるから。取替のため
の増加したコストが充てられねばならないことについては，かなり同意されて
いる。問題は，増加した賦課額が収益・利益で賄なわれるべきか，そのような
賦課額が財産の使用者によって担われるべきかである。そのような賦課額は，
購買力指数によって修Eされた原始原価よりも，取替原価の決定から計算され
るべきである。そのような会計制度は， 50年以上の間鉄道によって採用されて
（吋
きた。また公益事業において，許容される利益率の増加は，投下資本を保護し
u•> 
財政的安定を確保するための便宜的方法である。
ちなみにイギリスにおける公益事業は，収益に対する賦課額の基準として更
新あるいは取替のための見積原価（更新積立法〉を使用したから，収益に対す
る賦課額を原価（減価償却法〕にもとづかせた産業会社と同様には，上昇する
物価水準の影響を感じなかった。
注（1) Committee on Accounting Procedure, A. I. A., A. R. B. No. 5, Depreciation on 
Appreciation. 
(2）所語原価基準を強直に固執することは，多くの場合に，企業組織の生涯において起
る最も重要な出来事を認識しないこととなる（Analysisof Financial Statements, Cost 
and Management, Sep. 1940）。
長期原価要素に関連して，原価基準による会計を，認められた会計目的の見地から
不適当かっ無効にする変他が起った時においてのみ，原価基準固執からの離脱が考慮
されるべきである（Costand Value in Accounting, ]. of A. Mar. 1946.）。
価値は会計の真の基礎である。会計は理想的には資産の現在価値を示すべきであっ
て原価ではない（TheBasis for Adequate Financial Reporting, Organization Controls 
and Executives Compension, A. M. A., General Management Series, 1948.）。
すべての経済的分析の基礎的資料は価値である。原価主義の通常の概念は，企業の
重要な経済的資料を記録し，期間的にわれわれの注意をひく手段として，修正され解
釈されなければならない〔Aocounti時 ProblemsRlating to the Reporting of Profits, 
New Wilmington, Pa.: Economic and Business Foundation, 1949.）。
ドル価値の変化による影響を認識する方法の中には，取替原価の使用，共通ドル接
近法，増価とそれにもとずく減価償却を記録する妥協的方法および準更生的接近法が
ふくまれる（Me2suringProfits under Inflation Conditions: A Serious Problem for 
Accountants, J. of A. Jan. 1950.〕。
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過大表示は，主としてつぎの2つの原因に由来する。①消費された原材料・供給品
の原価を現在価格で表わした，充分なドノレ数値をもって収益にチャージしないこと。
②減価償却費を現在基準に修正しないこと。会社剰J益の過大表示の最も重要な面は，
おそらく，利益率の算定にあたり，これらの数値が修正されることなく，勘定に示さ
れた株主持分の額に適用される時に生ずる重複的な誤りである（Statementof W. A. 
Paton Regarding the Interpretation of Corporate Earnings and the Position of Stoc-
kholders under Current Conditions，羽TageStabilization Board, Steel Panel, Case No. 
D-18』 C,Feb. 14, 1952）。
The Depreciation Deduction -a Neglected Aspect, Michigan Business Review, Nov., 
1953. 
収益は，その年度中に消耗された設備能力の現在原価で毎年，チャージされるべき
である。それが実際原価であるので（Depreciation-Conceptand Measurement. J. of 
A., Oct. 1959）。
(3) W. A. Paton, What is Actual Cost in Depreciation Accounting? J. of A. April 
1948. 
(4）羽T.A. Paton, Depreciation and the Price Level-Second Affirmative, A. R., April 
1948. 
(5) W. A目 Paton,Asset Accounting 1952 pp. 324-5. 
(6) W. A. Paton, Significance of Depreciation Accounting with Special Reference to 
Plant Replacement, Federal Tax Policy for Economic Growth and Stability, Joint 
Committee on the Economic Report, 1955. 
(7) E. L. Kohler, The Development of Accounting for Regulatory Purposes by the 
Federal Power Commission, A. R., Jan. 1946. 
(8) A. I. A. The Changing Concepts of Business Income 1952，前掲共訳 159頁
(9) W. A. Paton, Basic. Concepts of Property Accounting, Edison Electric Institute 
Bulletin, Mar. 1941. 
(10) W. A. Paton, Should the SEC Continue to“Study”Utility System Operations? 
Public Utilities Fortnightly, Oct. 9, 1952. 
(1）羽T.A. Paton, With Howard C. Greer, Utility Rates Must Recognize Dollar Dep-
reciation, Public Utilities Fortnightly, Mar. 12, 1953. 
（ロ）羽T.A目 Paton,Depreciation-Concept and Measurement, J. of A. Oct. 1959. 
(13) G. 0. May, Acconr,ting Developments since 1940, Papers Presented at Fiftyfourth 
Annual Meeting of the Railway Accounting Officers, Washington: Association of 
American Railroads, Accounting Division, 1948. 
(14) G. 0. May, Case against Changes in Present Methods of Accounting for Exhans-
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tion of Business Property, Five Monographs on Business Income, Study Group on 
Business Income, New York: A. I. A., 1950. 
f同 G.0. May, Profits and High Prices: the Institutes' Recommendation XII, Accou-
ntant, April. .2 1949. 
5 1950年代以降
(1) 補助資料の添付
アメリカ経済において，インプレーション化の傾向は， 1950年頃から目立っ
てきた。こうした傾向を反映して会計諸団体にも，漸く態度に変化が見られる
ようになった。
A. A. A.の勧告（PriceLevel Changes and Financial Statements, Supp-
1ementary Statement No. 2 1951）には，補助資料が提供されるのがよいが，
歴史的原価が勘定や財務諸表において保持されねばならないとし、う意見がふく
まれている。すなわち
「財務報告書に及ぼす価格変動の影響は， ドルの全般的購買カ一つまり一般
物価指数によって測定された一般物価水準の変動ーによって測定されるべきで
ある。このために，修正計算は，費消された特定資産の現在価値にもまた取替
原価にも基礎をおくべきではない。」
「経営は，株主への期間報告書のなかに， ドル価値の変動が純益および財政
状態に及ぼす影響を示す包括的補助財務諸表をふくむのが適切である。」
A. I. A. の企業利益研究委員会は，会計機構を，企業利益の2つの構成要
素が認識され，なお物価水準の変動からくる歪曲が別個に示されるように補正
することを勧告した。
「会計諸表の枠を拡大して，質的に等しい購買力の単位で測定された諸活動
の成果と貨幣単位の購買力の変動の影響とを区別するようにすべきであるとい
うことである。かかる最終目標が達成される迄は，当該会社の発行する証券が
広汎に分散している会社では，上のような分析を容易ならしめる補助資料を年
次報告書の中で示すのが有効であろうと当研究グループは信じており，独立の
-14 -
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会計士がその意見を表明するための資料の1部としてこの補助資料をできる隈
り採り入れるべきであると勧告する。」
メイによれば，予見しうる将来における企業利益の最も一般に有用な概念は
できるだけ同じ購買力の単位によって表わされた収益に対して費用を対応させ
る（contemplate）概念である。手続は，余りにも複雑であるので容易に受け入
れ難いが，貨幣の購買力における変化を認識するのは良L、。利益の報告におけ
る改善は，遅れてはならない。損益計算書の形式は，現在購買力によると同時
に，一般に認められた会計原則のもとで利益を示すように変えられるべきでる
る。
A. I. C. P.A.の A.R. S. No. 6 (Reporting the Financial Effects of 
Price-Level Changes 1963）は，（1）完全に修正された資料の表示と，（2）部分的
に修正された資料の表示との2つの方法をあげている。しかしそれは，取替原
価主義についてつぎのように否定的である。
「一般物価水準をあらわす単一の物価指数による修正は，取替原価を財務諸
表に導入することを意味しない。取替原価を導入するためには，財務諸表のそ
れぞれの勘定または勘定グループについて，現在市場価格・評価価格あるいは
高度の特殊指数を用いることが必要である。分析における単純化および精密性
の観点からすれば，取替原価は財務諸表に導入されるべきではないと考える。」
注（1）補助的解釈資料が報告されても，それは歴史的原価に代るべきものでもなしまた
勘定に報告されるべきでもない（A.C. Littleton, Aα：ounting Theory: 1933-1953. 
Aαounting Forum, May 1953）。
(2) A. I. A., Study Group of Business Income, Changing Concepts of Business Income, 
1952，渡辺進・上村久雄共訳7頁
(3) G. 0. May, Study Group on Concept and T凹 ninologyof Business Income, Ace:-
ounting and Tax Problems in the Fifties, Papers presented at the Sixty-Second An-
nual Meeting, New York, A. I. A勺 1950.
(4) G. 0. May, Three Discussions of Financial Accounting and Inflation, J. of A., Mar. 
1952. 
A. I. Aは A.R. B., No. 33において，物価水準の変動による影響を報告する主
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たる責任は，経営者にあるという立場をとっている。 A.I. Aの企業利益研究委員会
は，実質的に同じ購貿力単位で示された収益とそれに対応する費用を表示する損益計
算書が意味深く有用であるが，通常認められる方法が，現在も続けられるべきである
と述べている。しかしながら大会社は，略等しい購買力単位による利益の測定を助け
る情報を提供するよう奨励されるべきである（A.C. Littleton, The Search for Ace-
ounting Principles, New York Certified Public Aα：ountant, April 1958）。
(5）.高松和男稿「物価水準の変動と明瞭表示j産業経理24巻11号
(2) 多元評価論の台頭
A.A.A.の「会社財務諸表に関する会計および報告基準」（1957年〉は，物
価水準問題に対し，力強し、前向きの接近を勧告した。
「大多数の会社において，もっとも重要な費用の範囲は，販売品原価である。
理想的には，この費用の測定には，つぎの関連目標を達成することが必要であ
る。（1）期間中に顧客に引き渡された製品・用役の原価を現在価値で報告する。
(2）期末における棚卸資産の原価を現在価値で報告する。（紛価格の変動から生じ
た利得。・損失を明らかにする。」
この基準は，物価水準の変動を反映する財務表示が，純粋に歴史的原価基準
で作成される財務表示に追加されるべきであることを確信をもって論じた。
「価格変動に関する修正について合理的な統一的原則が一般に認められるま
では，投資者には，特定の企業の財務報告書の解釈にあたって，価格変動のも
つ意味を評価するに役立つと思われる補助的資料が提供されなければならな
し、。」
「個々の価格変動に関する修正は，取替原価の決定により，あるいは特定の
物価指数の使用によって行われる。貨幣の一般購買力の変動に関する修正は，
特定の物価指数よりも，むしろ一般物価指数の使用を必要とする。」
さらに，これら財務諸表に，実務上徹底的テストが加えられるべき時期が到
来したと論ぜ、られた。しかし，現在価値による財務諸表の直接的試みに対する
提案は，成就きれなかった。‘
もう 1つの重要な刊行物である A.I. C. P. A.の A.R. S. No. 3「企業
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会計原則試案J(1962年〉は， 資産に対する現在価格あるいは取替原価を支持
して，広範な分析を提供した。
「時価（取替原価〕と継続企業との関係は，企業がその棚卸資産項目の製造
活動や販売活動を続けている場合には，常に，強調される。この態度をとるこ
とによって，時価（取替原価〉は少なくとも企業にとってのこれらの項目の最
低経済価値を示しているということが必然的に推定されることになる。
時価（取替原価〉を利用する場合にはさらにつぎのような長所がある。すな
わちそれは，物価の騰落時において棚卸資産項目を保有していたために生じた
利益と，『売上総利益』，つまり販売価格と時価（取替原価）で計算した売上原
価との差額，とをはっきり勘定の上で区別することが可能になるとしづ長所で
ある。」
「有形償却資産を取得原価で繰り越して行くことは，不可避的に，（a）取得時
と使用時の間の価格変動に起因する利得（損失）と，め）営業活動に起因すると
ころの現在の市場価値による利得（損失）とを一緒にするとしづ結果をもたら
す。」
「この事実を明らかにするためには，これらの資産によって提供されている
用役の時価（取替原価）を用い，かっこれと結びつく利得または損失を別に分
類する必要がある。」
この研究は，実務に対して直接の影響は与えていないが，とくに棚卸資産原
価の領域において，取替原価使用の可能性について多くの価値ある論議を呼ん
だのである。
その後， A.A. A.は，会計原則（1957年）の追補報告書第1号「土地，建
物および設備の会計処理」（Accountingfor Land, Buildings, and Equipment, 
1964）および第2号「各種の棚卸資産測定に関する論議」 (A Discussion of 
Various Approaches to Inventory Measurement, 1964) を公表した。これら
2つの追補報告書は， A.A. A.原則（1957年）に従って，原則として将来現
金の流れの割引価値を理想的評価基準と認めながらも，客観的証拠とし、う実践
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的制約から， 用役潜在性の測定額の近似値として取替原価主義を強調してい
るO そこでは単一の財務諸表に歴史的原価と取替原価とを表示して，各種の目
的に役立たしめようとする意図が窺われる。 A.A. A.の「基礎的会計理論に
関する報告書j(A Statement of Basic Accounting Theory 1966.）は，評価
基準として，歴史的取得原価・修正原価・取替原価（currentcost〕・売却時価
(current value）の4つを挙げている。このステイトメントは，追補報告書を
うけて，さらにそれらを敷街し多元評価（multiplevaluation）にまで発展させ
たものと解することができょう。
過去において物価は，時に上昇し時に下落した。物価水準の変動する度毎に，
取替原価使用の論議が繰り返えされてきた。 1920年代と1930年代の初期におい
て，実業家と会計士は，すすんで取替原価の使用を試みようとした。しかしそ
の受容は，その時以来徐々に衰退していった。 1940年代の会計士は取替原価の
使用に反対であった。 1950年代も取得原価を基調としたが，補助資料として修
正原価が考慮されるに至った。 1962年「企業会計原則試案」が財務諸表におけ
る棚卸資産の評価に取替原価の使用を提唱したとき，会計士達は余阿部、関心
を示さなかったようである。しかし過去の経験から推論すれば，取替原価基準
は，実務家はともかく，将来なお多くの理論家の注意、をヨlくことであろう。
「基礎的会計理論に関する報告書」（1966年〉にみるごとく，会計理論の時価
思潮は，取得原価基準による「利害調整機能J(interests conciliation function) 
から多元的評価基準（取替原価主義をふくむ）による「情報提供機能j (in-
formation service function）重視への転進を求めて止まないようである。それ
は新しい目的観から，意思決定の手段として財務会計と管理会計の統合を志向
するO
注（1)S. A. Zeff は，一般物価水準の変動と特定物価水準の変動の区別によせて，正味
(pure）取替原価と混成的（hybrid）取替原価の混同を戒めている（ReplacementCo-
st:Member of the Family, Welcome Guest, or Intruder ? A. R. Oct. 1962）。
(2) 佐藤孝一・新井清元共訳「会計公準と会計原則」 146頁， 152頁
(3) 「企業会計原則試案」 (1962年）においても，資源の変動額は，つぎのいずれに起
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因する金額であるかにしたがって分類される（前掲共訳， 179頁）。
①資本の修正をもたらす物価水準の変動
＠ 利得または損失の要素をもたらす取替原価の変動
＠ 収益または利得をもたらす販売もしくはその他の移転あるいは正味実現可能価値
の認識
④ その他，自然増価または天然資源の新発見のような原因
すなわち，資本価値修正部分（修正原価取得原価）・保有損益（取替原価修正
原価〕・営業損益（売却時価取替原価〕等利益概念の精級化が図られている。ただ
し「追補報告書」 No.2は，資本価値修正部分も保有損益にふくめている。
(4) 多元評価論が，顕著にあらわれた最初のものは， W. ]. Vatter, The Fund Theory 
。fAccounting and Its Implications for Financial Reports 1947 であるといわれる。
「資金理論は，あらゆる財務資料を作成し報告するために，もっともフレグシフ、ノレ
でもっとも包括的な基礎を採用せんとするものである。」（p.123) 
「財務諸表の読者にとって：重要な資料は，彼等の必要と欲求に応える利益数値の計
算を可能ならしめるような方法で表示されるべきである。すなわち，財務報告書は，
すべての必要に応えるために最も有効な形式において，資産・持分・収益・費用を原
価その他の基準で表示するところの統計的集計でなければならない。しかし，歴史的
支出額・市価あるいは他の評価基準が目的に適うか，また報告の諸条件に添うかは会
計の基縫的・根本的論理とは分離した別個の問題である。」（W.]. Vatter, Corporate 
Stock Equities, Handbook of Modern Accounting Theory, 1955, p. 357.抱稿「会計
理論の基本構造一資本主理論・実体理論・資金理論ー」富山大学紀要経済学部論集12
号）
また E.0. Edwards & P. W. Bell によれば，アウトプットを生産するのに用い
られるインプットのカレント原価を，その期の収益（currentrevenue）から差し引し、
て当期操業利潤（currentoperating profit) を計算する。当期操業利潤と伝統的会計
利溜との相違は，実現原価節約（realizedcost田vings), つまり販売されるインプッ
トのカレント原価がそのインフットの当初購入原価（originalpurchase cost）をこえ
る額と，実現資本利得。田lizedcapital gains), つまり資産を臨時に売却あるいは処
分したときの手取額〔proceeds）が歴史的原価（historiccosts）をこえる額，とから
構成される。換言すれば，われわれは総利潤額〔totalprofit figure）を分割して，実
現利潤の操業主の要素と保有上の要素（oper百tingand holding components）を明瞭に
区分するのである〔TheTheory and Measurement of Business Income, 1961 p. 276. 
伏見多美雄・藤森三男共訳 233-4頁〕。
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